
1

　消防庁においては、平成 25 年 12 月に成立

した「消防団を中核とした地域防災力の充実

強化に関する法律」や平成 27 年 12 月の第 27

次消防審議会答申などを踏まえ、平成 29 年度

も引き続き、消防団を中核とした地域防災力

の充実強化に係る施策を全力で推進すること

としています。以下、地域防災関係施策のう

ち主なものをご紹介します。

　消防団への加入促進については、平成 27 年

度から女性や若者をはじめとする消防団加入

促進支援事業を実施したところです。当事業

は、地方公共団体が実施する女性や若者等の

加入促進事業などの中から他の地域の参考と

なるような先進的な取組を委託調査事業とし

て採択・実施するものですが、引き続き消防

団への加入促進を推進していく必要があるこ

とから、平成 29 年度も「消防団加入促進支援

事業」として 1.0 億円を計上しています。

　また、平成 28 年度消防庁補正予算において、

市町村に対して救助資機材を搭載した消防ポ

ンプ自動車を無償で貸し付け、訓練を実施す

ることとしており、33 台（6.6 億円）を確保

しました。

　さらに、平成 29 年度消防庁予算において、

各都道府県の消防学校に対して偵察活動用資

機材としてオフロードバイクやドローンを無

償で貸し付け、訓練を実施することとしてい

ます（2.4 億円）。

予　算 台　数 貸付先

平成28年度（補正） 33台 各都道府県消防学校

平成29年度（当初） 16台程度(※) 各都道府県消防学校

(※)３か年かけてすべての都道府県消防学校へ配備する計画として
いる。
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平成29年度 消防庁地域防災関係施策の概要

消防庁地域防災室

平成 29 年度事業 女性や若者をはじめとする消防団加入促進支援事業 （案）

はじめに

消防団の充実強化



12 月に施行された「消防団を中核とした地域

防災力の充実強化に関する法律」を受けて、

全国各地で地域防災力を充実強化する取組が

進められています。

　平成 26 年８月、（公財）日本消防協会の主

　東日本大震災を経験し、いつ発生するか予

測のつかない災害からの被害を最小限にとど

めるためには、地域において日頃から備えを

万全にしておくことが重要であり、平成 25 年
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地域防災力充実強化大会

女性や若者をはじめとする消防団加入促進支援事業 委託団体一覧 （平成 28 年度）
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催により、消防防災関係者のみならず、各界

各層から 1,000 人を超える皆さんの参加を得

て、消防団を中核とした地域防災力充実強化

大会が開催されたところですが、この取組を

一過性のものとせず、同様の取組を全国各地

に展開することで、地域防災力の輪を益々大

きくしていくことが重要です。そのため、平

成 28 年度においては、富山県において 1,000

人、また、佐賀県において 900 人を超える多

くの皆さんにご参加いただき、「消防団を中核

とした地域防災力充実強化大会」を開催しま

した。

　なお、平成 29 年度においても同様の大会を

開催する予定としています。地域防災力の充

実強化の重要性を再認識するとともに、全国

各地の取組を知る貴重な機会となりますので、

ふるってご参加ください。

　女性消防団員や学生消防団員の活躍を加速

させるためのシンポジウムを全国６か所（青

森県、岐阜県、三重県、京都府、徳島県及び

沖縄県）で開催し、地域特性を踏まえつつ、

現状の課題を分析するとともに、先進事例を

共有することにより、課題の解決に結びつけ

るとともに、女性や若者の更なる活躍のため

の気運の醸成を図ったところですが、平成 29

年度においても引き続き、同様のシンポジウ

ムを開催する予定としておりますので、ふるっ

てご参加ください。

　併せて、女性消防団員や学生消防団員の活

躍を加速させるため、現在活躍している消防

団員のケース、職業との両立や子育て等に係

る課題等を調査し、その解決方法や実例等を

教材として取りまとめ、消防団員一人ひとり

の学習用教材としてはもちろんのこと、消防

関係者においても活用してもらうことにより、

女性消防団員等の更なる活躍加速を支援しま

す。

　地域コミュニティーと深くつながり、きめ

細かな視点を持つ女性消防団員は、災害発生

時のみならず平常時においても地域住民に対

する応急手当の普及、高齢者住宅への防火訪

問、子供達への防火防災教室の開催など、欠

くことのできない大きな存在となっています。

　このため、全国の女性消防団員が一堂に会

し、日頃の活動やその成果を紹介するととも

に、意見交換を通じて連携を深めることによ

り、女性消防団員の活動をより一層、活性化

させることを目的として、女性消防団員活性

化大会を平成 29 年度は 11 月に広島県で開催

します。

　自主防災組織等の地域の防災組織間の連携

に向けた先進事例を蓄積するため、都道府県

及び市町村が実施する、自主防災組織等の地

域の防災組織が、組織の枠を超え、連携して

行う取組を委託調査事業として採択すること

としており、平成 29 年度においては約 0.5 億

円を計上しています。

　具体的には、自主防災組織や消防、学校、

社会福祉協議会などが連携して実施する、人

材育成や広報活動、防災訓練などの事業を想

定しています。

　市町村の災害対応力の強化や地域住民の防

災意識の向上を図るとともに、東日本大震災

の教訓を後世に伝承していくため、東日本大

震災の被災地で活動した市町村職員、消防職

団員、女性（婦人）防火クラブ員、自主防災
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女性消防団員等の活躍加速支援事業

災害伝承10年プロジェクト

自主防災組織等のリーダー育成・
連携促進支援事業

全国女性消防団員活性化大会の開催

パネルディスカッションの様子 （H ２８京都）



て学ぶ「少年消防クラブ交流会」を平成 24 年

度から開催しており、平成 29 年度は８月２日

（水）から８月４日（金）の３日間、徳島県に

おいて開催する予定です。

　少年消防クラブ員や指導者の意識高揚とク

ラブ活動の活性化を図り、少年消防クラブの

育成発展に寄与することを目的に、優良少年

消防クラブ及び指導者の表彰を実施していま

す。

　優良少年消防クラブについては、「特に優良」

な少年消防クラブ及び優良な少年消防クラブ

指導者に授与される総務大臣賞と、「優良」な

少年消防クラブに授与される消防庁長官賞が

あります。総務大臣賞においては直近６年間

の年間活動回数が毎年５回以上あること、消

防庁長官賞においては直近３年間の年間活動

回数が毎年３回以上あること等が選考の基準

となっています。平成 29 年度においては、よ

り多くの少年消防クラブからの応募があるこ

とを期待しています。

　その他の地域防災関係施策として、全国女

性消防操法大会の開催、消防団等充実強化ア

ドバイザーの派遣、災害ボランティア等の環

境整備に関する研修会等を実施する予定です。

組織の方々を語り部として派遣する事業を実

施することとしています。

　「防災まちづくり大賞」は、地方公共団体、

自主防災組織、事業所、教育機関、まちづく

り協議会等における防災に関する優れた取組、

工夫・アイディア等、防災や住宅防火に関す

る幅広い視点からの効果的な取組等を表彰し、

広く全国に紹介することにより、地域におけ

る災害に強い安全なまちづくりの一層の推進

に資することを目的に、阪神・淡路大震災が

発生した翌年の平成８年度から実施していま

す。優れた取組の掘り起こしを図るため、都

道府県の推薦のほか、自薦による応募を受け

付けています。今後公表を行う募集要項等を

ご覧いただき、ふるって応募願います。

　　　　　　　　　　　　

　将来の地域防災の担い手育成を図るため、

少年消防クラブ員が他地域の少年消防クラブ

員と親交を深めるとともに、消防団等から被

災経験、災害教訓、災害への備えなどについ
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■平成29年度 消防庁地域防災関係施策の概要■

事業実績（過去３か年）

平成26年度 46団体

平成27年度 54団体

平成28年度 99団体

表彰実績（過去３回）

総務大臣賞 消防庁長官賞
日本防火・防災

協会長賞

第19回 ３団体 ６団体 10団体

第20回 ２団体 ７団体 10団体

第21回 ３団体 ４団体 10団体

開催場所（過去３か年）

平成26年度 （未開催）※台風の影響により中止

平成27年度 徳島県

平成28年度 宮城県

表彰実績（過去３ヵ年）

特に優良な少年
消防クラブ

優良な少年消
防クラブ

優良な少年消
防クラブ指導者

平成26年度 27団体 43団体 16名

平成27年度 28団体 53団体  ８名

平成28年度 18団体 47団体 14名

少年消防クラブ交流会の実施

防災まちづくり大賞
（自主防災組織等優良団体表彰）

優良少年消防クラブ・指導者表彰
（フレンドシップ）

合同訓練の様子

その他の地域防災関係施策


